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博士（文学）学位請求論文審査報告要旨 
論文提出者氏名 鈴木仁麗 
論 文 題 目 満洲国の建国と興安省 
審査要旨    本論文は、満洲事変後に関東軍・満洲国が、満洲国建国期にいかなる構想・計画のも
とに興安省を設置して東部内モンゴルのモンゴル人を統治下に組み込んだのかを研究したものであ
り、序章、本論（1部：1章～4章、2部：5章～8章）、補論、終章から構成されている。 
序章では研究の視点を示した上で、本論文の研究課題は、満洲国が中国の一政権として振舞う性質
をもつことから中国の民族政策として興安省のモンゴル人統治を考えること、興安省統治を帝国「日
本」の中に位置づけて考察することであるとする。 
第 1 部「東部内モンゴルと日本―満洲国建国への道―」は、第 2 部の研究の前提となる、日露戦争
以後 1932 年 3 月に満洲国が建国されるまでの時期を主に扱う。第１章「近代日本外交と東部内モンゴ
ル」では、日露戦争後の日本のロシア等列国との交渉及び 21 か条要求に関する対中交渉において東部
内モンゴルがいかに扱われたかを、地域概念満蒙の分析を通して考察し、満蒙の戦略上・実際上の曖
昧さが満洲国に東部内モンゴルを組み込む認識上の土台を作ったと論じる。第 2 章「日本陸軍のモン
ゴル認識と東部内モンゴルの諸相」では、1915 年の南満東蒙条約締結以後、特に「満蒙領有」を目指
す石原莞爾ら関東軍参謀作成の諸案にモンゴルの特殊性への理解が進んだことが読み取れ、その理解
の上に関東軍は東部内モンゴルの経済・軍事の利用を考えるようになったとし、またこの時期満鉄関
係者等で関東軍にも近しい民間人がモンゴル人との関係を構築していたことも述べ、これらが興安省
政策の短期間での立案を可能にしたと論じる。第 3 章「満洲事変期における東部内モンゴル政策決定
過程とその初期理念」では、関東軍のモンゴル人との協議や建国前に出された東部モンゴル統治案の
分析から、それが、モンゴル人に旗単位の自治を行わせ、その居住地を興安省とし、牧畜を彼らの主
な経済とする等のことを基本方針としてモンゴル人に配慮しつつ、満洲国政治の統一性・一体性は損
なわないようにされていたとする。第 4 章「東部内モンゴル工作への国民政府の対応」では、この時
期国民政府が東部内モンゴル各地に辺疆政策の一手段として派遣した「宣慰団」を考察し、その多様
な任務の一つである事変対策の効果には限界があったが、従前の中国諸政権のモンゴルに対する統治
方法を関東軍に意識させ、それが関東軍の興安省政策に影響したと論じる。 
第 2 部「満洲国の興安省政策」は、建国直後から、満洲国が満洲帝国に転換して国内行政が改革さ
れ興安省政策も変質した 1934 年頃までを扱う。第 5章「興安局の創出」では、興安省の統治組織であ
る興安局が藩部待遇の改善を望むモンゴル人の意向を取り入れ、他方で国民政府の三民主義にも対抗
できる「民族協和」理念を掲げたこと、制度上は周辺省県の干渉を避けるべく中央直轄を望むモンゴ
ル人の意向を容れて北京政府の蒙蔵院に近い形をとったこと等、従前の中国諸政権の辺疆統治法をモ
デルとしつつ清朝理藩院以来のモンゴル王公の業務を取り除き、外交、交通、軍事は興安局に扱わせ
ず、満洲国の一元的統治を崩さぬようにする等、建国初期に興安省統治が独特で微妙なバランスの上
に成り立っていたと論じる。第 6章「「旗制」と満洲国の地方統治」では、満洲国が建国 4ヶ月後に公
布した興安省の旗制を他省の県制と比較し、建国工作のさい別々の担い手と手法によって、別個の自
治観念・政治的伝統を踏まえて制度設計が進められたこと、満洲国は旗の行政制度を県のそれに近づ
けて一元的な統治形態を構築しようとしたこと等を論じる。第 7 章「興安省の自治問題」では、モン
ゴル人は国民政府に清朝時代並の旗自治を基本に、より広く盟や内モンゴル全体の自治を求め、事変
期の建国工作の過程でも同様の意見を表明し、満洲国時代には興安省は「特殊自治行政区域」等と称
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されたが、実際には関東軍の圧力もあって他省と比べて「特殊」と言えるほどの自治は許されず、自
治制度が興安省で機能していたとは言えないと論じる。第 8 章「興安省の疆域―初期構想の挫折とそ
の転換」では、後に興安局次長となる菊竹實蔵らを中心に、満蒙と称された地域を満と蒙に分ける作
業が満洲各民族の関係を調整する民族協和の理念等の基準に従って断行されたが、モンゴル人と漢人
の雑居地帯で多く混乱が生じ、県治地域を管轄する民政部等の批判もあり、菊竹が興安省行政から身
を引いた後に疆域が変更された。これは満洲国が満洲帝国となり、行政改革に伴い興安局（興安総署）
が蒙政部に改編された時期であり、ここに興安省統治の初期構想の転換を見いだせると論じる。 
補論「菊竹實蔵と『経蒙談義』について」では、菊竹の半生と彼の著作『経蒙談義』について詳述
する。 
終章では、結論として、満洲国の興安省統治は清代の前近代的な藩部統治を継承していたが、民族
統治の面でそれからの脱却も図られ、疆域設定は清以後の諸政権の方法よりやや穏健で、旗制改革も
それらの政権とは違って近代国民国家としての地方統治の均質性確保の努力がなされたとする。そし
て興安省と興安局を、それ以前の日本の植民地統治策とは異なり、前近代の帝国的支配と近代国民国
家的支配の狭間に展開された、多民族国家であることを意識して民族協和を掲げる満洲国が選択した
民族統治の方法と意義づけられ、当時世界に広がっていた民族自決主義を受けて、「公式の帝国」との
差別化を図るための方策のもとに生まれた産物であったと総括する。 
本学位請求論文は、従来の満洲国史研究において等閑視されてきた、いわゆる満蒙の蒙すなわちモ
ンゴルの問題を、満洲国は多民族国家であるとの観点から、興安局、興安省の設置の理由や経緯につ
いて正面から取り上げ、日本の植民地統治・行政におけるモンゴル民族政策に新しい知見をもたらし
た。例えば興安局の設置にあたって中華民国の蒙蔵院の制度が参酌されたこと、興安省が特殊地域と
見なされつつも、その統治システムは五族協和という基本理念の範囲を大きく超えるものではなかっ
たことを解明したこと、満洲事変期に国民政府が東部内モンゴルに派遣した宣慰団の活動を復元した
こと、初期の興安省政策の立案にモンゴル側と関東軍の間にあって重要な役割を果たした菊竹實蔵の
事績を詳細に明らかにしたこと等が挙げられ、全体として高く評価できる内容となっている。 
 課題としては、総じて理念・制度の検討に重点が置かれているが、今後統治の実態により踏み込
んだ考察をすることが望まれること、モンゴルの一部としての内モンゴルという観点から興安省を考
察することもなされるべきであること、モンゴル地域に設置された県に対する扱いの問題をモンゴル
人の「失地回復」という側面から理解するだけでなく、「蒙租」の問題や、県の存在をめぐる漢人側の
主張の観点からも探る必要があること等、いくつか挙げられる。ただしこれらは、今後の研究課題と
して指摘されたものであり、本学位請求論文の価値を減じるものではない。 
以上によって、本学位請求論文は博士（文学）の学位を授与するに十分なものであると認める。 
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